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２．日本側研究チームの研究目標及び計画概要 

 本課題はアジア諸国に発生する各種自然災害のリスク評価・監視・対応をより効率的に行うた

めに、近年急速に発達している小型 UAV を用いて情報をより効率的に収集して利活用するシス

テムを開発するものである。我々がこれまでに行ってきた小型 UAV による災害調査研究の経験

を元に、UAV の飛行性能・安全性・簡便性を評価して必要な開発・改良を行い、収集された空撮

画像データを効率的に閲覧・分析するシステムを開発し、我々自身を含む災害監視・対応機関が

システムを導入・運用するためのパッケージを作成して、実際の運用を通じでシステムの有効性

を検証する。日本側は UAV システムの評価・改良・開発とデータの利活用システムの開発を担

当する。また地震・津波・火山災害への活用実験をおこなうとともに、自治体等への試験導入・

実証実験を行い、システムを総合評価する。 

 初年度となる H28 年度は、まず日本側研究代表者が各国を訪問して実施計画を打合せる。11

月に東京でキックオフ会議を開催し、プロジェクト目標と各ワークパッケージの計画、H28 年度

計画の確認を行うとともに、各国で進行中のUAVの災害情報集への活用の現状と法規制の現状、

それぞれの機関でのこれまでの取り組みについての情報交換を行う。 

 ワークパッケージ 1 では日本が UAV の飛行性能評価、固定翼機回収方法改良、200g 未満機

の開発、斜め写真撮影手法の確立を行う。ワークパッケージ２では 斜め写真・オルソ写真座標

変換システムの開発・試験を行う。また協働可能な自治体と導入に向けての協議を行う。ワーク

パッケージ 4 では 各国 UAV の法規制を調査し、必要な飛行許可申請を行う。各機関で UAV を

用いた調査を実施するとともに、災害発生時に活用する。 

 

3. 日本側研究チームの実施概要 

 ワークパッケージ１ (UAV 評価、開発）では、主力固定翼機の飛行性能評価、今後実施する

近隣での試験飛行場所の確保、自治体での導入可能性のある市販無人機の入手を行った。また固

定翼機の回収方法としているネットキャッチの機材と技術を改良した。人口集中地域でも許可な

く安全に飛行できる 200g 未満の固定翼機のプロトタイプを開発した。熊本地震の空撮画像や糸

魚川静岡構造線で撮影した画像から、超広角アクションカメラによる真下画像の周辺部を斜め写

真として利用する場合の限界を調べた。参加各国の無人機規制の現状を調査した。 

 ワークパッケージ２では斜め空撮画像の簡便な閲覧システムの試作を行った。画像を KML 形

式でデータベース化して GoogleMap 上サムネイルをクリックすると、２段階で高解像度の元画

像が画面全体に表示されるものと、GIS プラットフォーム上で疑似フットプリントを台形表示し

クリックで画像を表示するものである。本システムを長野県の断層直近の住宅と三重県南伊勢町

の海岸集落の写真に適用し、緊急対応のための斜め写真ビューアとしては十分機能することを確

かめた。 

 ワークパッケージ４では主力固定翼機の日本全国の目視外飛行承認と人口集中地域および物

件から 30m 以内の飛行の許可を取得した。また全国の５０の監視強化火山の関東中部の１９火
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山周辺の対地高度 500m までの空域の飛行許可を取得した。南海トラフの巨大地震と津波で甚大

な被害が予想される三重県の南伊勢町で無人機の運用研修と利活用実証実験を開始した。 

 研究交流としては、H28 年 8 月の４か国訪問、11 月の東京とつくばでのキックオフ会議、12

月のマニラでの無人機ワークショップ、H29 年 3 月のバンコクでの無人ワークショップを実施

した。 


